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資料編 
Ⅰ．環境技術実証モデル事業の概要 

１．目的 

 既に適用可能な段階に有り、有用と思われる先進的環境技術でも環境保全効果等につ

いての客観的な評価が行われていないために、地方公共団体、企業、消費者等のエンド

ユーザーが安心して使用することができず、普及が進んでいない場合がある。 

 このため、本モデル事業により、このような普及が進んでいない先進的環境技術につ

いて、その環境保全効果等を第三者機関が客観的に実証する事業を試行的に実施する。 

 本モデル事業の実施により、ベンチャー企業等が開発した環境技術の普及が促進され、

環境保全と地域の環境産業の発展による経済活性化が図られるものと期待する。 

２．「実証」の意味について 

 本モデル事業では、環境技術の環境保全効果等を試験等に基づき客観的なデータとし

て示す「実証」を行う。類似のものとして、環境技術が満たすべき性能について一定の

基準を設定し、この基準への適合性を判定する「認証」があるが、本事業では、このよ

うな「認証」は行わない。 

３．事業実施体制 

 本モデル事業は、環境省、環境省の委託・請負を受けて技術実証を行う第三者機関で

ある「実証機関」（地方公共団体等）等が連携して行う。 

４．事業の手順 

 本モデル事業は、概ね以下のような手順で進める。 

(1) 環境省は、アンケート調査等により、技術の開発・販売企業、ユーザー等のニーズを

把握する。 

(2) 環境省は、検討会における検討を踏まえ、対象技術分野を選定する。 

(3) 環境省は、選定された対象技術分野について、具体的な技術実証の方法を定めた「実

証試験要領」を作成する。 

(4) 環境省は、実証試験を行う第三者機関である「実証機関」を選定する。 

(5) 実証機関は、企業等が実証を受けることを希望する技術を公募する。 

(6) 実証機関は、応募されてきた技術の中から、実証を行う技術を、専門家による委員会

で検討を行った上で、選定する。 

(7) 実証機関は、選定された技術について、実証試験要領に基づき、実証試験を行う。 

(8) 実証機関は、実証試験結果を報告書として取りまとめ、技術の開発・販売者へ通知す

るとともに、環境省へ報告する。また、この報告書は、インターネット上のデータベ

ースに登録され、一般に公表される。 
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Ⅱ．「環境技術実証モデル事業」実施体制 
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・分野別の技術実証に関する事項の

検討・助言

○総合環境政策局
環境技術実証モデル事業
検討会

・モデル事業全体のマネジメント

・実施要領の策定

・対象技術分野の選定

実証機関

（地方自治体環境部局等）
・対象技術の公募・選定

・実証試験計画の策定

・実証試験の実施

・実証結果報告書の作成

・環境省への報告

技術実証委員会

（独）国立環境研究所

・実証試験実施技術の開発

・分野別の事業の運営や助言

・実証試験要領の作成

・実証機関の選定

・実証対象技術及び

実証試験結果報告書の承認

○各部局
分野別ＷＧ

環境省

データベース運営機関

・データベース運営管理

・実証試験要領の登録

・実証機関の作成した実証結果
報告書の登録

・事業実施に関する事項の検討・助言

・実証事業の実施に関する検討・助言

注）環境省の承認を得た上で、実施体制の一部を変更
して、事業を実施することもありうる。

実証申請者（開発者、販売店等）
・実証機関への申請

（実証試験要領にもとづく実証申

請書の記入と必要書類添付）

・分野別の技術実証に関する事項の

検討・助言

○総合環境政策局
環境技術実証モデル事業
検討会

・モデル事業全体のマネジメント

・実施要領の策定

・対象技術分野の選定

実証機関

（地方自治体環境部局等）
・対象技術の公募・選定

・実証試験計画の策定

・実証試験の実施

・実証結果報告書の作成

・環境省への報告

技術実証委員会

（独）国立環境研究所

・実証試験実施技術の開発

・分野別の事業の運営や助言

・実証試験要領の作成

・実証機関の選定

・実証対象技術及び

実証試験結果報告書の承認

○各部局
分野別ＷＧ

環境省

データベース運営機関

・データベース運営管理

・実証試験要領の登録

・実証機関の作成した実証結果
報告書の登録

・事業実施に関する事項の検討・助言

・実証事業の実施に関する検討・助言

注）環境省の承認を得た上で、実施体制の一部を変更
して、事業を実施することもありうる。

実証申請者（開発者、販売店等）
・実証機関への申請

（実証試験要領にもとづく実証申

請書の記入と必要書類添付）
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Ⅲ．環境技術実証モデル事業の流れ 

 
 

事業の流れ事業の流れ 実施主体実施主体事業を進めるにあたっての
考え方のﾍﾞｰｽとその適用期間

「対象技術分野」の選定

『実証試験要領』の策定

「対象技術」の公募・選定｜承認

必要に応じ
『実証試験計画』の策定

「実証試験」の実施

『実証試験結果報告書』の作成｜承認

「データベース」への登録・公表

環境省・
環境技術実証

モデル事業検討会

環境省・
分野別ＷＧ

実証機関・
技術実証委員会｜環境省

実証機関・
技術実証委員会

実証機関
（場合により外注）

実証機関・
技術実証委員会｜環境省

環境省・
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ運用機関

『実証試験
要領』

『モデル事業
実施要領』

『実試試験
計画』

『実証試験要領
のイメージ』

「実証機関」の公募・選定

環境省・
分野別ＷＧ

事業の流れ事業の流れ 実施主体実施主体事業を進めるにあたっての
考え方のﾍﾞｰｽとその適用期間

「対象技術分野」の選定

『実証試験要領』の策定

「対象技術」の公募・選定｜承認

必要に応じ
『実証試験計画』の策定

「実証試験」の実施

『実証試験結果報告書』の作成｜承認

「データベース」への登録・公表

環境省・
環境技術実証

モデル事業検討会

環境省・
分野別ＷＧ

実証機関・
技術実証委員会｜環境省

実証機関・
技術実証委員会

実証機関
（場合により外注）

実証機関・
技術実証委員会｜環境省

環境省・
ﾃﾞｰﾀﾍﾞｰｽ運用機関

『実証試験
要領』

『モデル事業
実施要領』

『実試試験
計画』

『実証試験要領
のイメージ』

「実証機関」の公募・選定

環境省・
分野別ＷＧ
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Ⅳ．平成１６年度環境技術実証モデル事業検討会非金属元素排水処理技術ワー
キンググループ設置要綱 

 
１． 開催の目的 

 環境技術実証モデル事業の実施にあたり、平成１６年度に技術実証を行うこととされ

た技術分野「非金属元素排水処理技術分野（ほう素等排水処理技術）」に関し、専門的

知見に基づき検討し、本事業の円滑かつ効率的な推進に資するため、非金属元素排水処

理技術ワーキンググループ（以下「ワーキンググループ」という。）を設置する。 

 

２． 調査検討事項 

（１） 非金属元素排水処理技術分野（ほう素等排水処理技術）について 

① 実証試験要領の策定 

② 実証機関の選定 

③ 実証試験報告書の確認 

④ その他事業の実施に関する事項 

（２） 将来的な実証試験のあり方及び技術分野の候補の検討について 

 

３． 組織等 

（１） ワーキンググループは、検討員１０名以内で構成する。 

（２） ワーキンググループに座長を置く。 

（３） 座長は、ワーキンググループを総理する。 

（４） 検討員は、非金属元素排水処理技術の実証試験に関連する学識経験者、有識者

等から環境省水環境部の同意を得て株式会社ＵＦＪ総合研究所が委嘱する。 

（５） 検討員の委嘱期間は、株式会社 UFJ 総合研究所が委嘱した日から当該日の属す

る年度の末日までとする。 

（６） その他、必要に応じ環境技術実証モデル事業に参画する者、利害関係者等をオ

ブザーバー等として参加させることができることとする。 

 

４． 審議内容等の公開等 

 本ワーキンググループは原則、公開で行うこととする。但し、公開することにより、

公正かつ中立な検討に著しい支障を及ぼすおそれがある場合、特定な者に不当な利益も

しくは不利益をもたらすおそれがある場合には、座長はワーキンググループを非公開に

できるものとする。 

 

５． 庶務 

 ワーキンググループの庶務は、環境省水環境部の同意を得て、株式会社 UFJ 総合研

究所において処理する。 
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平成１６年度環境技術実証モデル事業検討会 
非金属元素排水処理技術ワーキンググループ 検討員名簿 

 

 

小坂 幸夫  東京都立産業技術研究所 製品開発部 
資源環境科学グループ長 

滝沢 英夫  （財）中央温泉研究所 第一部 研究員 

名取 眞   （社）日本産業機械工業会 国際環境技術協力ｾﾝﾀｰ 顧問 

藤田 正憲  大阪大学大学院工学研究科 教授 

宮崎 章   （独）産業技術総合研究所つくばセンター 
つくばセンター次長 

 
 
＜事務局（環境省）＞ 

太田 進   環境管理局水環境部水環境管理課 課長 
村山 雅昭         同        課長補佐 
中西 宣仁         同        排水基準係長 
松田 和久  環境管理局水環境部企画課    課長補佐 
上田 健二  総合環境政策局環境研究技術室  調整専門官 

 

＜事務局（株式会社 UFJ 総合研究所）＞ 
宗像慎太郎  環境・エネルギー部 研究員 
吉澤 直樹  環境・エネルギー部 研究員 

清水孝太郎  環境・エネルギー部 研究員 
 

 


